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文部科学省における政策評価の結果及びこれらの政策への反映状況 

 

（事前評価） 

 

表1  研究開発を対象として評価を実施した政策（令和2年9月30日公表） 
政策ごとの評価結果については、政策評価ポータルサイト 

（https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/kenkyu/mext.html）参照 

№ 政策の名称 政策評価の結果の政策への反映状況 

1 橋渡し研究プログラム 

＜予算要求＞ 

評価結果を踏まえ、令和3年度概算要求（3,062百万円）を

行った。（令和3年度予算案額：1,966百万円） 

2 
ゲノム医療実現バイオバンク利活用プ

ログラム 

＜予算要求＞ 

評価結果を踏まえ、令和3年度概算要求（6,358百万円）を

行った。（令和3年度予算案額：4,681百万円） 

3 
地球環境データ統合・解析プラットフォ

ーム事業 

＜予算要求＞ 

評価結果を踏まえ、令和3年度概算要求（1,485百万円）を

行った。（令和3年度予算案額：379百万円） 

4 
革新的パワーエレクトロニクス創出基

盤技術研究開発事業 

＜予算要求＞ 

評価結果を踏まえ、令和3年度概算要求（2,118百万円）を

行った。（令和3年度予算案額：1,353百万円） 

5 データ創出・活用型プロジェクト 

＜予算要求＞ 

評価結果を踏まえ、令和3年度概算要求（737百万円）を行

った。（令和3年度予算案額：43百万円） 

※事業名を「データ創出・活用型マテリアル研究開発プロジ

ェクト」に変更している。 

6 マテリアルデータインフラ事業 

＜予算要求＞ 

評価結果を踏まえ、令和3年度概算要求（2,540百万円）を

行った。（令和3年度予算案額：306百万円）[令和2年度第3次

補正予算額：2,000百万円] 

※事業名を「マテリアル先端リサーチインフラ（データ創出）」

に変更している。 

7 
情報科学を活用した地震調査研究プロ

ジェクト 

＜予算要求＞ 

評価結果を踏まえ、令和3年度概算要求（200百万円）を行

った。（令和3年度予算案額：152万円） 

8 脳とこころの研究推進プログラム 

＜予算要求＞ 

評価結果を踏まえ、令和3年度概算要求（6,462百万円）を

行った。（令和3年度予算案額：6,094百万円） 

9 
アルテミス計画のうち月周回有人拠点

「ゲートウェイ」計画の推進 

＜予算要求＞ 

評価結果を踏まえ、令和3年度概算要求（17,516百万円）を

行った。（令和3年度予算案額：8,101百万円） 

 

＜定員要求＞ 
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本政策の推進に必要な定員1名の要求を行った。（要求が認

められた） 

 
表2  規制を対象として評価を実施した政策（令和3年3月4日公表） 

政策ごとの評価結果については、政策評価ポータルサイト 

（https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/kisei/mext.html）参照 

№ 政策評価の名称 政策評価の結果の政策への反映状況 

1 
補償金等の徴収・分配に係る指定法人制

度の新設 

＜制度改正＞ 

政策評価法に基づく評価を経て、本政策を盛り込んだ「著

作権法の一部を改正する法律案」を国会に提出した（令和3年

3月提出）。 

 
表3  租税特別措置等を対象として評価を実施した政策（令和2年9月30日公表） 
政策ごとの評価結果については、政策評価ポータルサイト

（https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/sotoku/mext.html）参照 

№ 政策評価の名称 政策評価の結果の政策への反映状況 

1 
試験研究を行った場合の法人税額等の

特別控除の拡充及び延長 

＜税制改正＞ 

政策評価の結果を踏まえ、試験研究を行った場合の法人税

額等の特別控除の拡充及び延長について、令和3年度税制改正

要望を行った。 

（令和3年度税制改正の大綱において、要件等を見直した上で

措置された。） 

2 

試験研究を行った場合の法人税額等の

特別控除の拡充及び延長並びに中小企

業者等の試験研究費に係る特例措置の

延長 

＜税制改正＞ 

政策評価の結果を踏まえ、試験研究を行った場合の法人税

額等の特別控除の拡充及び延長並びに中小企業者等の試験研

究費に係る特例措置の延長について、令和3年度税制改正要望

を行った。 

（令和3年度税制改正の大綱において措置された。） 

3 
技術研究組合の所得の計算の特例の延

長 

＜税制改正＞ 

政策評価の結果を踏まえ、技術研究組合の所得の計算の特

例の延長について、令和3年度税制改正要望を行った。 

（令和3年度税制改正の大綱において、要件等を見直した上で

措置された。） 

 

（事後評価） 

 

表4  目標管理型の政策評価を実施した政策（実績評価方式）（令和2年9月30日公表） 

政策ごとの評価結果については、政策評価ポータルサイト

（https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/mext_r01.html）参照 

№ 政策の名称 
政策評価

の結果 
反映状況 政策評価の結果の政策への反映状況 
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1 

【政策目標7 

施策目標7-2】 

科学技術の国際

活動の戦略的推

進 

相当程度

進展あり 

引き続き

推進 

＜予算要求＞ 

○拡充事業（同額を含む） 

・国際科学技術センター 

令和3年度概算要求額：75百万円（令和3年度予算案額：73百

万円） 

・OECDが実施する地球規模課題の解決に向けた取組への拠出 

令和3年度概算要求額：24百万円（令和3年度予算案額：24百

万円） 

・OECD／GSF分担金 

令和3年度概算要求額：10百万円（令和3年度予算案額：10百

万円） 

・科学技術国際活動の推進 

令和3年度概算要求額：55百万円（令和3年度予算案額：55百

万円） 

・科学技術国際活動の推進事務費 

令和3年度概算要求額：144百万円（令和3年度予算案額：134

百万円） 

・戦略的国際共同研究プログラム（SICORP）（国立研究開発法

人科学技術振興機構運営費交付金に必要な経費） 

令和3年度概算要求額：1,078百万円（令和3年度予算案額：

1,078百万円） 

・地球規模課題対応国際科学技術協力プログラム（SATREPS）

（国立研究開発法人科学技術振興機構運営費交付金に必要

な経費） 

令和3年度概算要求額：1,996百万円（令和3年度予算案額：

1,876百万円） 

・グローバルに活躍する若手研究者の育成等（国立研究開発

法人科学技術振興機構運営費交付金に必要な経費・独立行政

法人日本学術振興会運営費交付金に必要な経費） 

令和3年度概算要求額：9,860百万円（令和3年度予算案額：

7,367百万円） 

 

＜機構・定員要求＞ 

・安全・安心の実現に関わる科学技術への対応に必要な体制

強化に向け、参事官の設置及び定員2名の要求を行った（要求

が認められた。）。 

 

＜事前分析表の変更＞ 

達成目標1測定指標1、2について、新型コロナウイルス感染

症の影響により、令和2年度に当該目標値の達成が現実的で

ないことから、目標達成時期を次期科学技術基本計画の終了

年度とし、目標値を平成30年度実績値の120％とした。また、
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達成目標1測定指標3についても、目標値を直近の実績値の

120％に設定した。 

達成目標2について、各国との多様な協力関係構築や、我が

国がイニシアチブを持った科学技術外交の推進を評価する

観点の測定指標について、既存の測定指標を廃止し、新たに

測定指標1を設定した。 

2 

【政策目標9 

施策目標9-2】 

環境・エネルギー

に関する課題へ

の対応 

目標達成 
引き続き

推進 

＜予算要求＞ 

○新規事業 

・革新的パワーエレクトロニクス創出基盤技術研究開発事業 

令和3年度概算要求額：2,118百万円（令和3年度予算案額：

1,353百万円） 

 

○拡充事業（同額を含む） 

・気候変動適応戦略イニシアチブ 

令和3年度概算要求額：2,242百万円（令和3年度予算案額：

1,066百万円） 

・環境分野の研究開発の推進 

令和3年度概算要求額：29百万円（令和3年度予算案額：26百

万円） 

・国際熱核融合実験炉計画の推進に必要な経費 

令和3年度概算要求額：22,711百万円（令和3年度予算案額：

17,803百万円） 

・幅広いアプローチ（BA）活動の推進に必要な経費 

令和3年度概算要求額：5,865百万円（令和3年度予算案額：

4,073百万円） 

・地球観測に関する政府間会合（GEO） 

令和3年度概算要求額：57百万円（令和3年度予算案額：58百

万円） 

 

＜事前分析表の変更＞ 

達成目標が「観測・適応・緩和」の3本柱となるよう整理して

設定した。 

また、達成目標3について、定性的指標を見直し、定量的測定

指標2を設定した。 

加えて、達成目標の選定理由及び目標値設定の根拠をより詳

細に記載した。 

3 

【政策目標9 

施策目標9-3】 

健康・医療・ライ

フサイエンスに

関する課題への

対応 

目標達成 
引き続き

推進 

＜予算要求＞ 

○新規事業 

・ゲノム医療実現バイオバンク利活用プログラム 

令和3年度概算要求額：6,358百万円（令和3年度予算案額：

4,681百万円） 

・橋渡し研究プログラム 
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令和3年度概算要求額：3,062百万円（令和3年度予算案額：

1,966百万円） 

・脳とこころの研究推進プログラム 

令和3年度概算要求額：6,462百万円（令和3年度予算案額：

6,094百万円） 

 

＜事前分析表の変更＞ 

達成目標4測定指標3について、令和2年以降の目標値は、第

2期の「健康・医療戦略」および「医療分野研究開発推進計画」

において設定されている疾患基礎研究プロジェクトのシー

ズ研究に関する指標「研究成果の科学誌（インパクトファク

ター5以上）への論文掲載件数400件」に基づき、本事業分と

して約340件に設定した。 

4 

【政策目標11 

施策目標11-4】 

クリーンでフェ

アなスポーツの

推進によるスポ

ーツの価値の向

上 

目標に向

かってい

ない 

改善・見

直し 

＜予算要求＞ 

○拡充事業（同額を含む） 

・スポーツ・インテグリティ推進事業 

令和3年度概算要求額：69百万円（令和3年度予算案額：44百

万円） 

・ドーピング防止活動推進事業 

令和3年度概算要求額：305百万円（令和3年度予算案額：305

百万円） 

・世界ドーピング防止機構等関係経費 

令和3年度概算要求額：21百万円（令和3年度予算案額：21百

万円） 

・世界ドーピング防止機構拠出金 

令和3年度概算要求額：165百万円（令和3年度予算案額：162

百万円） 

○縮減 

・スポーツ・フォー・トゥモロー等推進プログラム 

令和3年度概算要求額：663百万円（令和3年度予算案額：622

百万円） 

 

＜事前分析表の変更＞ 

達成目標1にて、測定指標1を新たに追加した。また、施策

の有効性が測定できるよう、達成目標1測定指標2、3の指標を

明確化した。 

 
表5  規制を対象として評価を実施した政策（令和2年4月9日公表） 

政策ごとの評価結果については、政策評価ポータルサイト 

（https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/kisei/mext.html）参照 

№ 政策の名称 
政策評価

の結果 
反映状況 政策評価の結果の政策への反映状況 
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1 

原子力損害の補完的な

補償に関する条約の実

施に伴う新法 

引き続き

推進 

引き続き

推進 

＜制度改正＞ 

当該規制は、原子力事業者が原子力損害の賠償に充

てるための資金を充実させ、国際的な原子力損害賠償

制度の構築に貢献するための規制であり、原子力損害

の補完的な補償に関する条約に規定されている義務

を担保するための必要最低限のものであることから、

継続することが妥当である。（令和2年4月評価） 

2 

原子力損害の補完的な

補償に関する条約の実

施に伴う改正 

引き続き

推進 

引き続き

推進 

＜制度改正＞ 

当該規制は、今後の原子力事故発生時における原子

力損害賠償の実施の安定性を確保するための規制で

あり、原子力損害の補完的な補償に関する条約に規定

されている義務を担保するための唯一の手段である

ことから、継続することが妥当である。（令和2年4月評

価） 
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